様式第1号
参 加 申 請 書
令和　　年　　月　　日
（宛先）那須塩原市長
所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印
※　共同企業体の場合は、「商号又は名称」欄に共同企業体の名称及び代表構成員の商号又は名称を併記し、代表構成員の代表者が記名押印すること。
「西那須野庁舎及び周辺公共空間一体活用調査検討業務委託」公募型プロポーザルについて、次のとおり資格要件を満たしているので、必要書類を添えて参加を申請します。
なお、本書及び添付書類の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
参加形態：　□ 単体企業　　□ 共同企業体（名称：　　　　　　　　　　　　　共同企業体）

	資格要件（実施要領2）
	該当の有無

	（１）地方自治法施行令第167条の4の規定
	該当　・　非該当

	（２）那須塩原市の入札参加資格（共同企業体の場合は代表構成員）
	有　・　無

	（３）民事再生法による再生手続開始又は会社更生法による更生手続開始の申立て
	有　・　無

	（４）那須塩原市建設工事等指名停止基準による指名停止の措置
	有　・　無

	（５）暴力団又は暴力団員と密接な関係
	有　・　無

	（６）過去10年以内の同種・類似業務の履行実績（共同企業体の場合はいずれかの構成員。様式第5号に記載）
	有　・　無

	（７）業務責任者の配置及び業務を確実に履行できる体制
	可　・　否


※　（６）の実績は、参加申請時には有無のみ記載すること。実績に内容は、企画提案書の提出時に様式第5号「1 提案者の履行実績」及び実績を確認出来る書類によりに提出すること。
※　共同企業体で参加する場合は、資格要件の確認欄（上表）を構成員ごとに作成し、共同企業体結成届兼委任状（様式第6号）及び共同企業体協定書（様式第7号）の写しを添付すること。

	連絡先
　担当部署名
　担当者名
　電話
　ファクシミリ
　電子メール


様式第2号
質　疑　書
令和　　年　　月　　日
（宛先）那須塩原市長
所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
「西那須野庁舎及び周辺公共空間一体活用調査検討業務委託」公募型プロポーザルについて、次のとおり質問します。

	No.
	実施要領・仕様書等の該当箇所
（書類名・項目番号）
	質問内容

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	


※1　令和8（2026）年10月27日（火）午後5時（必着）までに、電子メール（kikakuseisaku@city.nasushiobara.tochigi.jp）により提出し、電話（0287-62-7106）で到着を確認すること。
※2　電子メールの件名は「【質疑書】西那須野庁舎及び周辺公共空間一体活用調査検討業務（商号又は名称）」とすること。
※3　記入欄が不足する場合は、行を追加して記入すること。

	連絡先
　担当部署名
　担当者名
　電話
　ファクシミリ
　電子メール


様式第3号
企 画 提 案 書
令和　　年　　月　　日
（宛先）那須塩原市長
所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印
※　共同企業体の場合は、「商号又は名称」欄に共同企業体の名称及び代表構成員の商号又は名称を併記し、代表構成員の代表者が記名押印すること。
「西那須野庁舎及び周辺公共空間一体活用調査検討業務委託」公募型プロポーザルについて、実施要領及び仕様書等の内容を十分に確認したうえで、企画提案書を提出します。
なお、企画提案書及び添付書類の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

	提出書類（実施要領5(1)）
	確認

	ア　企画提案書表紙（様式第3号）
	□

	イ　業務実施体制図（様式第4号）
	□

	ウ　履行実績等（様式第5号）
	□

	エ　企画提案書（任意様式、6ページ以内。共通事項及び提案テーマ①～③の構成とする。）
	□

	オ　見積書及び内訳書（任意様式）
	□

	カ　添付資料（登記事項証明書、直近決算の財務諸表、履行実績を確認できる書類）※正本のみ
	□

	電子データ（PDF形式、CD-R等）
	□


※　正本の表紙には代表者印を押印すること。副本の表紙は写しで可とする。

	連絡先
　担当部署名
　担当者名
　電話
　ファクシミリ
　電子メール


様式第4号
業 務 実 施 体 制 図
商号又は名称（共同企業体の場合は共同企業体の名称）：
	


※1　業務責任者、担当者その他本業務に携わる予定の者について、所属・氏名、担当区分（建築・構造・設備、都市計画・公共空間、合意形成・住民意見の把握、事業化・管理運営等）及び指揮命令系統が分かるように記載すること。
※2　業務の一部を再委託する予定がある場合は、再委託先の名称、所在地及び再委託する業務の範囲を記載すること。
※3　共同企業体の場合は、構成員ごとの業務分担及び構成員間の連絡調整体制が分かるように記載すること。業務責任者は代表構成員に所属する者とすること。
様式第5号
履 行 実 績 等
商号又は名称（共同企業体の場合は共同企業体の名称）：
1　提案者の履行実績
	発注者名
	件名
	業務概要
	受注額
（千円）
	受注年月
完了年月

	
	
	
	
	年　月
年　月

	
	
	
	
	年　月
年　月

	
	
	
	
	年　月
年　月

	
	
	
	
	年　月
年　月

	
	
	
	
	年　月
年　月


※1　過去10年以内（公告日から起算）に履行を完了した同種・類似業務（公共施設の再編・利活用計画の策定、建築物のリノベーション（機能転換）に関する調査、公共空間・広場の一体的利活用に関する調査）について、本業務との関連性の高いもの、履行時期の新しいものを中心に最大5件まで記載すること。
※2　記載した実績について、契約書の写し又はテクリス登録内容の写し等、履行を確認できる書類を企画提案書の正本に添付すること（実施要領5(1)カ(ウ)）。
※3　共同企業体の場合は、構成員ごとに実績を記載し、発注者名の欄に実績を有する構成員の商号又は名称を併記すること。

2　業務担当（予定）者の経歴等
	
	業務責任者
	担当者
	担当者

	氏名
	
	
	

	所属・役職
	
	
	

	担当区分
	
	
	

	保有資格 ※1
	
	
	

	実務経験年数
	年
	年
	年

	同種・類似業務の
従事実績 ※2
	
	
	

	その他特記事項
	
	
	


※1　技術士、一級建築士、RCCM等の資格を有する場合は、その名称、登録番号及び取得年月日を記載すること。
※2　過去10年以内の同種・類似業務の従事実績について、件名、発注者、履行期間及び役割（業務責任者、担当者等）を記載すること。
※3　共同企業体の場合は、所属欄に構成員の商号又は名称を記載すること。
様式第6号
共同企業体結成届兼委任状
令和　　年　　月　　日
（宛先）那須塩原市長
「西那須野庁舎及び周辺公共空間一体活用調査検討業務委託」公募型プロポーザルに参加するため、次のとおり共同企業体を結成したので届け出ます。
また、代表構成員を代理人と定め、本プロポーザルへの参加申請、質疑、企画提案書及び見積書の提出、契約の締結、委託料の請求及び受領並びに本業務の履行に関する一切の権限を委任します。

共同企業体の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体
	区分
	所在地
商号又は名称
代表者職氏名
	印
	分担業務
	那須塩原市の
入札参加資格

	代表構成員
（受任者）
	
	
	
	有

	構成員
（委任者）
	
	
	
	有・無

	構成員
（委任者）
	
	
	
	有・無


※1　構成員の数は2者以上3者以内とし、代表構成員は那須塩原市の入札参加資格を有する者とすること（実施要領2(8)）。
※2　分担業務は、仕様書の項目（現状分析、仮説素案の作成、住民意見の把握及び対話、活用構想（案）の取りまとめ等）により具体的に記載すること。
※3　構成員が2者の場合は、3段目は空欄とすること。
様式第7号
共同企業体協定書（例）
（目的）
第1条　当共同企業体は、那須塩原市が発注する西那須野庁舎及び周辺公共空間一体活用調査検討業務委託（以下「本業務」という。）を共同連帯して行うことを目的とする。
（名称）
第2条　当共同企業体は、　　　　　　　　共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第3条　当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第4条　当企業体は、令和　　年　　月　　日に成立し、本業務の委託契約の履行後3か月を経過するまでの間は、解散することができない。
２　本業務を受託することができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、本業務に係る契約候補者が特定された日に解散するものとする。
（構成員の住所及び名称）
第5条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
　　所在地　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　所在地　　　　　　　　　　　商号又は名称
（代表者の名称）
第6条　当企業体は、　　　　　　　　　（代表構成員）を代表者とする。
（代表者の権限）
第7条　代表者は、本業務の履行に関し、当企業体を代表して、発注者と折衝する権限並びに自己の名義をもって委託料の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（分担業務）
第8条　各構成員の本業務の分担は、次のとおりとする。ただし、発注者と契約内容の変更があったときは、構成員の協議により分担を変更するものとする。
　　（1）　　　　　　　業務　　　　　　　　　（構成員名）
　　（2）　　　　　　　業務　　　　　　　　　（構成員名）
（構成員の責任）
第9条　各構成員は、本業務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（構成員の脱退の制限）
第10条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が本業務を完了する日までは脱退することができない。
（構成員の破産又は解散に対する処置）
第11条　構成員のうちいずれかが本業務の履行途中において破産又は解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して本業務を完了するものとする。
（協定書に定めのない事項）
第12条　この協定書に定めのない事項については、構成員全員により協議するものとする。
　　　　　　　　　　　（構成員名）ほか　　者は、上記のとおり共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　　通を作成し、各通に構成員が記名押印して各自1通を保有する。
令和　　年　　月　　日
代表者（代表構成員）
　所在地
　商号又は名称
　代表者職氏名　　　　　　　　　　印
構成員
　所在地
　商号又は名称
　代表者職氏名　　　　　　　　　　印
構成員
　所在地
　商号又は名称
　代表者職氏名　　　　　　　　　　印
※　本様式は例示であり、同等の内容を満たす協定書であれば任意の様式で差し支えない。
